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別紙１ 

 

犬山市障害者基幹相談支援センター運営業務委託仕様書 

 

この仕様書は、「犬山市障害者基幹相談支援センター運営業務委託募集要領」に基づき募

集する障害者基幹相談支援センター運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

１．業務名 

犬山市障害者基幹相談支援センター運営業務委託 

 

２．委託期間 

 契約日から平成３３年３月３１日までとする。 

ただし、契約日から平成３０年３月３１日までは業務準備期間とする。 

 

３．委託業務の内容 

(1) 総合的・専門的な相談支援 

・障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的な相談支援や専門的な相談支援の実

施 

(2) 地域の相談支援体制の強化の取組 

・地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導、助言 

・地域の相談支援事業者の人材育成の支援（研修会の企画・運営、日常的な事例検討

会の開催、サービス等利用計画の点検・評価等） 

・地域の相談機関（相談支援事業者、身体障害者相談員、知的障害者相談員、民生委

員、高齢者、児童、保健・医療、教育・就労等に関する各種の相談機関等）との連

携強化の取組（連携会議の開催等） 

・学校や企業等に赴き、各種情報の収集・提供や事前相談・助言 

(3) 地域移行・地域定着の促進の取組 

・障害者支援施設や精神科病院等への地域移行に向けた普及啓発 

・地域生活を支えるための体制整備に係るコーディネート 

(4) 権利擁護・虐待防止の取組 

・成年後見制度に関する普及啓発及び相談支援 

・障害者等に対する権利擁護・虐待を防止するための取組 

(5) 障害者自立支援協議会の運営 

・犬山市障害者自立支援協議会の事務局運営 

・障害者等の生活を支えるための地域のネットワークづくり 

(6) 一般的な相談支援 

受託者の運営する指定特定相談支援事業所と基幹相談支援センターが連携し、重層



2 

 

的な相談支援体制で地域の障害者等に必要な相談支援を行う。 

 

４．職員体制、資格等 

(1) 基幹相談支援センターに従事する職員を３名以上配置すること。 

(2) 業務責任者として、管理業務に従事する管理者を置くこととする。管理者は、基幹

相談支援センターの従事者若しくは受託者の従事者が兼務するものとする。 

(3) 職員の具体的な要件は次のとおりとする。 

① 管理者 １名 

基幹相談支援センター業務を管理できる者で、窓口開設時間中常に連絡調整が可

能な者とする。基幹相談支援センターの従事者若しくは受託者の従事者が兼務す

るものとする。 

   ② 専門的職員 ２名以上（常勤換算） 

・社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等、基幹相談支援センターを運営するため

に必要と認められる能力を有する者とする。 

・障害者相談支援専門員現任研修を修了した者を１名以上配置する。 

・障害者相談支援専門員を２名以上配置する。 

・犬山市で障害者相談に従事した経験を３年以上有する者を１名以上配置する。 

(4) 窓口開設時間中は、最低１名以上の職員を事務所に残し業務に対応できる体制とす

ること。 

(5) 受託者は、契約締結後すみやかに、職員名簿を市に提出すること。また、異動があ

ったときは、速やかに異動届を市に提出すること。 

 

５．職員の責務 

(1) 職員は、相談者及び相談世帯に関する個人情報の保護に万全を期すものとし、その

業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

(2) 職員は、資質の向上を図るため各種研修会への参加や他の職種との交流等あらゆる

機会をとらえ、自己研鑽に努めるものとする。 

 

６．運営時間等 

(1) 窓口の開設時間は次のとおりとする。 

①月～金曜日 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

なお、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び

１２月２９日から翌年１月３日までの日〔国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日〕を除く。 

②運営時間外においても緊急時の対応や虐待通報受理ができる体制を構築すること。 

（なお、携帯電話等による体制でも可とする。） 

 

７．設置場所 

  基幹相談支援センターは、犬山市役所健康福祉部福祉課内で設置する。 
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８．施設の設備 

(1) 基幹相談支援センターの事務用机・椅子、施錠可能な書類保管庫は市が設置し、受

託者に貸与する。 

(2) 基幹相談支援センターで使用するパソコン、プリンター、インターネット環境等は

受託者で整備すること。 

(3) 基幹相談支援センターの固定電話、ファクシミリ、複写機は、市と共用し、かかる

費用は市が負担する。 

(4) 基幹相談支援センターの業務を行っていることの案内表示をすること。 

(5) (1)から(4)の設備類及びその他の設備に関する経費は、受託者が負担すること。 

(6) 自動車配備に関する費用や自動車運用に係る交通事故等の損害金、その他自動車整

備に関する一切の責任は受託者が負うものとし、その他の設備類等に係る契約につ

いても市は一切関与しないものとする。 

 

９．留意事項 

(1) 苦情の対応 

①苦情対応の責任者及び担当者、その連絡先を掲示するなど明らかにし、利用者等か

ら苦情の申立てがある場合は、迅速かつ誠実に対応すること。 

②苦情及び対応の内容について記録すること。 

③利用者等が苦情申立て等を行ったことを理由に不利益な取扱いをしないこと。 

(2) 事故発生時の対応 

利用者等に対し、業務の提供により事故が発生した場合、市、当該利用者の家族等連

絡を行うとともに、必要な措置を講じること。また、事故の状況、処置について記録

しなければならない。 

(3) 損害の賠償 

受託者は、仕様書の各条項に違反し、又は法及び民法その他の関係法令に違反し、

利用者又はその家族の生命、身体、財産に損害を与えた場合には、その損害賠償の

義務を負う。ただし、受託者に過失がない場合は、市との協議により解決する。 

(4) 秘密の保持 

委託業務の履行に際し、利用者及び利用者世帯等のプライバシーの尊重に万全を期

すものとし、職務上知りえた秘密(個人情報含む)を漏らしてはならない。また、そ

の職務を退いた後も同様とする。 

(5) 障害者差別の解消 

業務の実施にあたっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成

２５年法律第６５号）を遵守するとともに、障害者等に対する合理的配慮の提供に

努めること。 



4 

 

(6) 業務の引継ぎ 

受託者は契約終了後、他者に業務の引継ぎを行う必要が生じた場合には、利用者の

利便性を損なわないように必要な措置を講じ、円滑な引継ぎに努めるものとする。 

 

１０．事業計画、事業報告及び調査等 

(1) 受託者は、障害者自立支援協議会において、実施する事業内容や事業の実績の報告

を行い、協議会の意見を尊重し事業へ反映するものとする。 

(2) 受託者は、月次活動報告書を翌月１０日までに、また、委託業務完了後、速やかに

事業の完了届及び活動報告書を市に提出するものとする。 

 

１１．委託料等 

(1) 委託上限額（契約期間の総金額（平成３０・３１・３２年度）） 

   金５９，１２１，０００円(消費税及び地方消費税を含む。) 

   ※なお、この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、業務仕様書の内容

に係る予算規模を示したものです。また、受託者の決定後、提案内容に基づき、

改めて仕様を定め、見積書の提出を求めます。 

(2) 委託料に含まれるもの 

  ①基幹相談支援センター運営事業費 

・開設にかかる費用 

・人件費、職員旅費、職員研修参加費、燃料費、通信運搬費、車輛管理費等 

②市施設使用料 年額 300,000 円 

③障害者自立支援協議会活動費 年額 500,000 円 

・啓発・研修事業、講師・アドバイザー謝礼等に使用し年度毎に精算 

(3) 支払い 

委託料は各年度、四半期ごとに受託者からの請求により支払う。 

 

１２．その他 

(1) 受託者は、委託業務に関する帳簿、記録簿等、関係帳票を、実施年度の翌年度か

ら５年間保存しなければならない。  

(2) この仕様書に定めのない事項については、当事者相互において協議するものとす

る。 


